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票（1999 年）後に生じた。国連 PKO が介入しようやく治安が安定した。国連 PKO の活動初期には、
すでに JICA が活動を開始しており、日本政府が平和構築に実際に取組んだ最初の事例となった1。




















年 7 月、東ティモール政府はドナー会合（東ティモール開発パートナー会合）にて、今後 20 年間（2011















第 1章 東ティモール独立紛争の過程 
第 1 節 東ティモール紛争の経緯 
1．ポルトガル・クーデターにおける東ティモールの三つの選択肢 





レティリンであった。1975 年 11 月 28 日、フレティリンは、東ティモールの独立を宣言した。しか
し、敗北した統合派諸勢力は 11 月 30 日、東ティモールのインドネシアへの統合を宣言し、情勢は混
迷を深めた。これより先の 9 月に、オーストラリアはスハルト大統領に東ティモールのインドネシア
への統合を支持することを確約していた。米国も同様に東ティモールのインドネシア統合を認めた。
フレティリン派の独立を懸念したインドネシアは独立宣言の 12 月 7 日軍事介入を行った。 
 
2．インドネシア国民協議会が東ティモール併合を宣言 
1976 年 7 月７日には、インドネシア国民協議会が東ティモール統合を宣言。インドネシア第 27 番
目の州としたが、国連はこれを承認しなかった8。その後、1975 年 12 月 22 日の 384 号国連総会決議
を初めとして、インドネシアによる併合を批判する国連決議が繰り返し採択されたが、1980 年代に入
ると人権侵害の事案が減ったこともあり、東ティモール独立問題は国連決議の議題から漏れることも
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表－1 東ティモール問題決議案の投票状況 
決議案 年代 賛成 反対 棄権 
3485 1975 72 10 43 
31/53 1976 68 20 49 
32/34 1977 67 26 47 
33/39 1978 59 31 44 
34/40 1979 62 31 45 
35/27 1980 58 35 46 
36/50 1981 54 42 46 







5 月、スハルト政権が崩壊し、ハビビが政権を引き継いだ。UNDP 人間開発報告書によると、24 年間
支配を続けたインドネシアの統治下であった 1999 年の状態は、平均寿命で 65.8 歳、成人識字率で
86.3％、総就学率で 65％、一人当たり GDP が 2.857 ドルであった。インドネシアと 27 番目の州で
あった東ティモールのこのような社会経済的格差は、東ティモール独立運動を持続させる要因の一つ
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65.8 83.6 65 2.857 0.677 
東ティモール 56.0 40.4 59.1 337 0.395 
出典：1999 年度版『UNDP 人間開発報告書』、<http://www.undp.east-timor.org> より作成 
 
第 2 節 住民投票と多国籍軍介入 
1．住民投票の実施 
1999 年 5 月 5 日、国連におけるポルトガル・インドネシア両外相間で独立を問う住民投票実施合
意に調印した。1999 年 8 月 30 日に住民投票は実施された。住民投票での 78.5％（344580 人）の独
立賛成、25.5％（94388 人）の独立反対というのは、一般には当初予想された結果より独立賛成票が
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3．国連東ティモール暫定行政機構設立 
多国籍軍により秩序が回復した後、10 月 25 日には国連安保理が東ティモール PKO を満場一致で
可決した。英国が起草し、7 カ国が共同提案した東ティモール暫定統治機構 UNTAET に関する決議
によると、新機構には 8,950 人の軍人、200 人の軍事オブザーバー1640 人の警察官、その他特定され
ない数の民生要員が派遣されることとされた。特別代表としてブラジル人国連事務次長のデメロ氏は
長く UNHCR で難民問題を担当しアジアにも憧憬が深くポルトガル語を母国語とした。2000 年 2 月
から多国籍軍から国連 PKO に任務が順次引き継がれ、最終的に任務は UNTAET13に統合された14。 
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いる。 
大きな課題は東ティモールの人口が 2050 年までに倍以上になると考えられていることだ。グスマ
ン政権は 2011 年に人口の倍増に対して、2030 年ごろまでを見通した開発計画を策定した。石油資源
のおかげで基金も整備され、2012 年には 100 億ドル規模には達している。しかし、石油の埋蔵量は




廷での裁判を求めているが、2008 年両国関係は鎮静化した。東ティモールの ASEAN への加盟申請
をインドネシアは支持している。また 2012 年 5 月 20 日、インドネシアとポルトガルの首脳が首都デ
ィリでの独立 10 周年の式典に参加したことなどは良好な両国関係の兆しである。 
 
第 2章 日本の国際協力の動因 



















1991 年 10 月 28 日の深夜、治安警察の襲撃を恐れ、教会に避難していた若者セバスチャン・ゴメ
創価大学大学院紀要・第 36 集・2014 年 12 月 



















じまる中、民兵は各地で独立派に対して殺害、虐待、脅迫を繰り返した。とくに 4 月 6 日のリキサ教
会での虐殺事件が大問題となった。約 30～60 人が亡くなった。また 4 月 17 日のディリでの虐殺で
12 人の死者が出た。住民投票は 8 月 30 日に実施されたが、民兵の直接的妨害はほとんどなく、投票
は計画通り終了した。9 月 4 日に発表された結果は、自治拒否、即ち独立支持が 75.5％を占めた25。




た。投票後の騒乱で 500 から 1500 人が殺害されたと考えられる27。そうしたなか、インドネシア政
府は軍を増派したが、これは国際社会からの非難を招いた28。1999 年 9 月 10 日国連はインドネシア
を非難し、また平和維持軍の受入を迫る声明を発表した。国連安全保障理事会でも協議が始まり、こ
れまでインドネシアを支持し援助を与えてきた西側諸国もインドネシアに圧力をかけ、国際部隊の受
け入れを迫った29。そうしたなか、9 月 12 日、ハビビ大統領は国際部隊の受け入れを表明した30。 
 
日本の東ティモール支援 
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だ。2003 年に策定された開発援助大綱は「国益」追求と ODA への納税者の理解増大の観点から作ら
れた。これは従来よりはるかにやわりやすいものになったが、異質のニーズによる政策間の重要性原
則に不明確なところがあり、実際の運用面で、戦略的な対応を困難にする側面もある35。 
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第 3章 日本の対東ティモール援助 






この頃は 1977 の「福田ドクトリン40」に象徴されるように、日本が ASEAN 諸国を対アジア外交の
日本の東ティモール支援 





このような状況を受け、1999 年 6 月、国連東ティモール・ミッション（UNAMET）が設立され、1999
年 8 月には東ティモール自治拡大の提案に対する民意を確認するために直接投票による住民協議が実
施された。日本政府は国連から要請を受け 3 名の文民警察官42の派遣を決めた。全構成人員 280 人の
うち日本人は 3 名のみであった。日本には文民警察官 50 人を派遣したオーストラリアに次ぐ貢献を
期待された。しかし、｢先発隊の調査の『思った以上に現地の治安が悪い」という報告で、日本から派




 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 
日 反対 反対 反対 反対 反対 反対 反対 反対 
米 反対 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 
英 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 
蘭 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 
仏 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 棄権 






まる。同会合で日本は国際社会からの積極的な支援を呼びかけ、3 年間で 1 億 3000 万ドルの支援を
プレッジした44 (各国からのプレッジ総額は 5 億 2000 万ドル)。その後、日本は復興開発のための資
金拠出や JICA による開発調査を実施した。2002 年 5 月 20 日の独立以降 3 年間は人道支援および復
興開発支援や草の根無償資金協力を実施し、国連 PKO における日本自衛隊施設部隊の活動(2000 年
～2004 年)と共に、東ティモールの社会資本構築のために重要な役割を果たした。 
また、2012 年 3 月 19 日、日本と東ティモール政府は最初の円借款事業となる「国道 1 号線整備計
画」に関する交換公文の署名を行った。これは東ティモールにとって初の対外借り入れとなった。以
後、東ティモール政府はアジア開発銀行および世界銀行からの融資による道路整備等を決定するなど、
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向けた支援も行う47。その 3 つの重点を中心にして支援を展開していく。 
 
表－4 日本の年度別・形態別実績詳細       （単位：億円） 










研修員受入  523 人 
専門家派遣  165 人 
調査団派遣  441 人 






ディリ港改修計画(国債 2/3)     (3.65 ) 
マリアナⅠ灌漑施設復旧改善計画(国債) 
(7.37)
母子保健改善計画(UNICEF 経由)  (1.09)
食糧援助(WFP 経由)        (1.40)
日本 NGO 連携無償(1 件)      (0.09)
草の根・人間の安全保障無償(5 件)  (0.33)
 5.78 億円    (5.72 億円) 
研修員受入 87 人 (85 人) 
専門家派遣 73 人 (73 人) 
調査団派遣 27 人 (27 人) 
機材供与 24.03 百万円 (24.03百万円)









ディリ港改修計画(国債 3/3 )    (3.61)
モラ橋梁建設計画(国債 1/3)     (0.56)
食糧援助(WFP)          (2.40)
日本 NGO 連携無償(3 件)      (0.65)
草の根・人間の安全保障無償(7 件)  (0.57)
 5.83 億円   (5.76 億円) 
研修員受入 117 人 (109 人) 
専門家派遣 67 人 (66 人) 
調査団派遣 25 人 (25 人) 
機材給与 53.96 万 (53.96 万) 




母子保健改善計画(UNICEF 連携)  (1.37)




入計画              (5.00)
森林保全計画           (2.00)
食糧援助(WFP 連携)        (2.20)
日本 NGO 連携無償(2 件)      (0.39)
草の根・人間の安全保障無償   (0.39)
国際機関を通じた贈与(1 件)    (4.33)
 6.34 億円   (6.34 億円) 
研修員受入 104 人 (98 人) 
専門家派遣 87 人 (82 人) 
調査団派遣 50 人 (50 人) 
機材給与 11.18 万 (11.18 万) 





オエクシ港緊急改修計画     (11.75)
モラ橋梁建設計画(国債 3/3)     (0.01)
第二次ベモスーディリ給水施設緊急改修
計画               (2.72)
日本 NGO 連携無償(2 件)      (0.64)
草の根・人間の安全保障無償(7 件)  (0.59)
 7.23 億円   (7.08 億円) 
研修員受入 2,050 人 (107 人) 
専門家派遣 236 人 (77 人) 
調査団派遣 66 人 (58 人) 
機材供与 1.21 百万円 (1.21 百万円) 
留学生受入 10 人  








モラ橋梁建設計画       (1.30) 
民主的な国政選挙による平和構築計画
(UNDP 連携)         (1.35) 
日本 NGO 連携無償(2 件)    (0.70)
草の根・人間の安全保障無償(7 件)(0.59)
国際機関を通じた贈与(1 件)   (0.04)
7.24 億円 
研修員受入  116 人 
専門家派遣  71 人 
調査団派遣  18 人 
機材供与  77.59 百万円 
協力隊派遣  4 人 
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52.78 億 213.79 億円 74.47 億円 
研修員受入          1,038 人 
専門家派遣           534人 
調査団派遣           619人 
機材供与         231,22 百万円 










4．2007～2010 年度の技術においては、日本全体の技術協力の実績であり、2007～2010 年度の（ ）内は
JICA が実施している技術協力事業の実績。なお、2011 年度の日本全体の実績については集計中である
ため、JICA 実績のみを示し、累計について JICA が実施している技術協力事業の実績の累計となって
いる。 
5．調査団派遣には協力準備調査団、技術協力プロジェクト調査団等の、各種調査団派遣を含む。 
6．｢日本 NGO 連携無償」は 2007 年度に「日本 NGO 支援無償」を改称した。 
7．四捨五入の関係上、累計が一致しないことがある。 
 
表－5 日本の対東ティモール援助形態別実績（年度別）  （単位：億円） 
年度 円借款 無償資金協力 技術協力 
2007 年度 ― 17.15 5.78（5.72） 
2008 年度 ― 7.80 5.83（5.76） 
2009 年度 ― 29.59（4.33） 6.43（6.20） 
2010 年度 ― 15.70 7.23（7.08） 
2011 年度 52.78 3.98（0.04） 7.24 
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3．2007～2010 年度の技術においては、日本全体の技術協力の実績であり、2007～2010 年度の（ ）内は
JICA が実施している技術協力事業の実績。なお、2011 年度の日本全体の実績については集計中である



















第 2 節 国際平和協力を通じた援助－国際機関を通じた援助 
1．UNTAET 期以降の開発過程 
東ティモールでは広範な権限を持つ UNTAET による統治のもと、世界銀行や国連機関、二国間援
助機関、国際 NGO などによる復興開発過程が始まった。まず、1999 年 10 月から 11 月にかけて世
界銀行による合同調査団が派遣され、経済、保健、教育、農業、インフラ、コニュニティエンパワー
メント、公務員制度、司法制度の八分野における 3 年間の復興開発計画の枠組みが策定された。同年






れた。2002 年 5 月に東ティモールは正式に国家としての主権を回復し、独立国家となったのである。
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UNTAET の活動期間終了後は UNMISET（国連東ティモール支援国）が派遣された。UNMISET は
その後 3 年間新しく作られた政府と法の執行を側面から支援する役割を担った。UNTAET 期になる
と現地 NGO 団体が急激に増加する。復興開発過程が始まって間もない 2001 年１月の時点で、国連
人道調整局に登録されていた現地 NGO は 34 団体だった。その後 NGO 団体は 2001 年 9 月で 197 団













の道を導き、1992 年の国際平和協力法、即ち PKO 法の成立につながった51。 
 











起きる。このような状況の中では、現地 NGO への支援を巡っての問題点も指摘されている。 
1989 年までインドネシア政府は東ティモールへの渡航を制限していた。また当時の抑圧的な状況下
で現地組織を立ち上げることは困難であった。そのため 1990 年代以前から存在していた NGO 団体
日本の東ティモール支援 








ク協会は一時活動を中断したが、住民投票の騒乱から二カ月経った 1999 年 11 月に活動を再開した。
最初に住民へ食糧と物質を届け、さらに難民の帰還を促進した。ハック協会は各地に支援拠点を作り、
活動を実施した。さらに、住民投票騒乱前後の暴力事件について人権調査を各地で進め、同時に人々





2002 年 5 月に東ティモールが正式に独立してからは、ハック協会はこれらの活動に加えて新政府
との協力を始めた。たとえば国家人権行動計画を策定するために首相府の人権アドバイザーと密接に
協力したり、法務省の土地問題仲裁に協力した。さらにほかの NGO と新しい協力を始め、民衆教育
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第 3 節 新たな日本の国際支援スタイル 































1999 年 12 月に東京で開催された第一回東ティモール支援国会合に始まる。同会合で日本は国際社
日本の東ティモール支援 
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